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（2）　　第 253 号

立川労働基準監督署・立川公共職業安定所からのお知らせ

１１月は「労働保険未手続事業一掃強化期間」です。
正社員、パート、アルバイトなど、年齢・勤務時間に関わらず、
１人でも雇っている場合はすぐに労働保険に加入してください！！

まだ加入手続きがお済みでない事業主の方は、管轄の労働基準監督署・公共職業安定所へ届出が必要です。ご
不明な点があれば、下記にお問い合わせください。

【加入に関する相談・問い合わせ】

立川労働基準監督署　労　　災　　課　　　電話：０４２－５２３－４４７４

立川公共職業安定所　雇用保険適用課　　　電話：０４２－５２５－８６０２

近隣各県における令和5年度地域別最低賃金改定の状況　（発効日　令和5年10月1日）
県　名 時間額（引上げ額） 引上げ率

埼　玉 1,028円（41円） 4.15％

千　葉 1,026円（42円） 4.27％

神奈川 1,112円（41円） 3.83％

山　梨 938円（40円） 4.45％
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多摩立川保健所からのお知らせ

「がん」の早期発見・早期治療のために
～予防と検診受診が大切です～

現在、日本人の２人に１人は一生のうちに何らかのがんになるといわれています。東京都では年間約３万４千
人ががんにより命を落としています。がんは「予防」と「検診受診」が大切です！

科学的根拠に根ざした「日本人のためのがん予防法」を生活に取り入れましょう！

国立がん研究センターをはじめとする研究グループは、日本人を対象としたこれまでの研究から、日本人のが
ん予防にとって重要な、「禁煙」「節酒」「食生活」「身体活動」「適正体重の維持」「感染」の６つの要因を取りあげ、
「日本人のためのがん予防法」を定めました。

このうち、「感染」以外は日頃の生活習慣に関わるものです。これら５つの健康習慣を実践する人は、０また
は１つ実践する人に比べ、男性で４３％、女性で３７％がんになるリスクが低くなるという推計が示されました。で
きそうなことから取り組んでみませんか。
★科学的根拠に根ざした「日本人のためのがん予防法」

禁煙する たばこは吸わない。他人のたばこの煙を避ける。

節酒する 飲む場合は、１日あたり純エタノール量換算で23ｇ程度※１にとどめる。
飲まない人、飲めない人は無理に飲まない。

食生活を見直す 減塩する。野菜と果物をとる。熱い飲み物や食べ物は冷ましてから。

身体を動かす 現在の身体活動量を少しでも増やす。　運動習慣をもつ。

適正体重を維持する 太りすぎ、痩せすぎに注意。

※１　日本酒なら１合、ビールなら大瓶１本、焼酎や泡盛なら１合の２/３、ウィスキーやブランデーならダブル１杯、ワインなら
グラス２杯

がん検診を受けましょう！

職場で検診の機会がある方は、是非がん検診を受けてください。職場で検診を受ける機会のない方に対しては、
お住まいの市の健康主管課が検診を行っています。（詳細は各市へお問い合わせください）
★国の指針※２に基づくがん検診

対象年齢・性別 受診間隔 検査方法

胃がん 50歳以上男女 ２年に１回 問診、胃部エックス線検査※３または胃内視鏡検査

肺がん 40歳以上男女 年１回 問診、胸部エックス線検査、喀痰細胞診（50歳以上で喫煙指数600
以上）

大腸がん 40歳以上男女 年１回 問診、便潜血検査2日法

子宮頸がん 20歳以上女性 ２年に１回 問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診

乳がん 40歳以上女性 ２年に１回 問診、乳房エックス線検査（マンモグラフィ）

※２　厚生労働省「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」
※３　胃部エックス線検査については、当面40歳以上の方に年1回実施しても差し支えないとしています。
●この記事は、「がん情報サービス」（国立研究開発法人国立がん研究センター）及び「とうきょう健康ステー

ション」（東京都保健医療局）の各ウェブサイトを参考に作成しました。
� 【この記事についての問合せ先】多摩立川保健所企画調整課企画調整担当　042-524-5171（代表）

多摩立川保健所
たばこ対策キャラクター
「禁煙きんちゃん」
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「立協たより」広報部員による　丸ごと１ページ責任編集　～　Ｎｏ．50　～

「精神障害の認定基準」の改正とカスタマーハラスメント
令和５年９月１日に「精神障害の認定基準」が全面的に見直され、新たな「心理的負荷による精神障害の認

定基準」が策定されました（令５.９.１基発0901第2号　以下「新認定基準」）。
新認定基準の特徴の一つに、業務による心理的負荷評価表に、「顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷惑

行為を受けた」（いわゆるカスタマーハラスメント）が追加されたことがあります（下図参照）。

精神障害が「業務上」と認められるためには、次の３要件が必要です。
①認定基準の対象となる精神障害を発病していること
②認定基準の対象となる精神障害の発病前おおむね６か月の間に、業務による強い心理的負荷が認められ
ること

③業務以外の心理的負荷や個体的要因により発病したとは認められないこと
認定基準では、業務による強い心理的負荷が認められるものを心理的負荷の総合評価が「強」とし、業務に

よる強い心理的負荷が認められないものを「中」又は「弱」としています。したがって、「強」であれば①、③
が認められれば、「業務上」と判断されることになります。
ところで、新たに追加されたカスタマーハラスメントの「強」の記載に、
・「心理的負荷としては「中」程度の迷惑行為を受けた場合であって､会社に相談しても又は会社が迷惑行為を
把握していても適切な対応がなく､改善がなされなかった」

があります。
これは、業務による強い心理的負荷が認められない「中」であっても、会社に相談しても又は会社が迷惑行

為を把握していても適切な対応がなく､改善がなされなかった場合には「強」となり業務上疾病に認定されると
いうことです。
この認定基準は、会社が迷惑行為に対する対応をしっかり行っているかに注目していて、「業務上外」の判断

にもそれを影響させていることが分かります。
このようなことを踏まえると、カスタマーハラスメントに対して、各企業は日ごろからしっかり対応をして

おくことが必要といえます。
厚生労働省委託のカスタマーハラスメント対策マニュアル検討委員会作成のリーフレットでは、会社のカス

タマーハラスメント対策として以下の取組が奨励されていますので、参考にしてください。
【カスタマーハラスメントを想定した事前の準備】
①事業主の基本方針・基本姿勢の明確化、従業員への周知啓発・教育
②従業員（被害者）のための相談対応体制の整備
・カスタマーハラスメントを受けた従業員が相談できるよう相談対応者を決めておく、または相談窓口を設
置し従業員に広く周知する。

③対応方法手順の策定
・カスタマーハラスメント行為への対応や体制、方法等はあらかじめ決めておく。
④社内の対応ルールについて従業員等への教育・研修
【カスタマーハラスメントが実際に起こった際の対応】
⑤事実関係の正確な確認と事案への対応
⑥従業員への配慮の措置
・被害を受けた従業員に対する配慮の措置を適正に行う（くり返されそうな行為には一人で対応させず複数
名あるいは組織的に対応する。メンタルヘルス不調への対応等）。

⑦再発防止のための取り組み
⑧　①～⑦までの措置と併せて講ずべき措置
・相談者のプライバシーの保護と相談したことを理由とする不利益な取り扱い禁止。

� （広報委員　M．H．）

（具体的出来事）
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会 員 消 息
❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀❀

新規会員のご紹介

〇（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会東京支
部多摩地区業務部会
住　　所　日野市程久保3－7－11
業　　種　労働安全衛生コンサルタント業務
従業員数　１７名
代　　表　部会長 田中　通洋

今年はコロナ禍における様々な制限が解除され、コロナ禍前の生活に少
しずつ変化しつつあるなか、ここにきて昨年の第8波に迫る勢いでコロナ
の感染者が増加している状況です。

また、線状降水帯の影響による洪水被害が発生したほか各地で自然災害
が後を絶たないなど、暗いニュースばかり聞こえてきます。それに加えて
今年はインフルエンザが大流行するとの報道もされています。既に、夏に
もかかわらず、インフルエンザで学級閉鎖になるなど、いったい自然界に
何が起きているのか…。コロナに関して明るい話題としては、新しい変異
株に対応したワクチンの接種が開始されたことです。今年は新株対応用の
コロナワクチンとインフルエンザワクチンを接種して、少しでも平和な日
常が送れるようできればと願うばかりです。� （編集部員　Ｔ.Ｓ.）

┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅
編 集 後 記

┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅┅

労務・衛生講習会（全国労働衛生週間説明会）開催
９月５日（火）立川地方合同庁舎会議室において、立川労働基準監督署・当支

部共催による標記講習会が行われました。山本 覚副支部長兼衛生部会長の「就労
者の高齢化等による労働災害の増加や、健康診断有所見率上昇等に対応する労働
衛生週間の展開をお願いしたい。」との開会の言葉に続き、石井美佐子立川労基
署長は「立川労基署管内の労働災害発生状況や第14次労働災害防止計画、労働時
間の上限規制、働き方改革、東京都最低賃金」について述べ、「本説明会を働き
やすい職場づくりに資していただきたい。」と挨拶しました。続いて、小林法生安
全衛生課長から「全国労働衛生週間実施要綱」について、藤原 良第二方面主任監
督官からは「働き方改革関連等」について説明がありました。東京都多摩立川保険所 佐藤恵理保健師からは「こ
ころの健康を守ろう！～みんなで支え合う職場づくり～」をはじめとする保健所からのお知らせがありました。

特別講演は、（独法）労働者健康安全機構 東京産業保健総合支援センター 上田生子産業保健専門職による
「職場における腰痛予防対策」でした。業務上疾病としての腰痛発生の背景と状況、要因、予防・対策の実施ポ
イントについて講演いただき、松平 浩東京大学特任教授監修「転倒・腰痛予防！いきいき健康体操」を実演と
ともに紹介し閉会となりました。参加された皆様ありがとうございました。（参加者は54名うち会員35名、申込
名簿は労基署に提出済）

◎令和６年　新年賀詞交歓会のお知らせ
新春１月１8日（木）を予定しておりますので、よろしくお願いいたします。
令和２年1月以来の開催となり、会場は前回までと同じく「昭島市・フォレストイン昭和館」、詳細は後日改
めてお知らせします。

◎令和５年度　安全衛生クイズ結果
7月に実施いたしまし

た安全衛生クイズに、多
数の応募をいただきあり
がとうございました。正
解者の中から厳正に抽選
し、当選された方 （々確
率は約24人に１人）に景品を贈呈いたしました。

また、大谷翔平ボブルヘッド人形をはじめとする多数
の景品（ラッキー賞）を提供いただいた会員各社に対し
まして、この紙面お借りして厚くお礼申し上げます。

応募数　7,925通
正解数　7,720通
正解率　97.4　％ 


